
　　

令和　　年　　月　　日

(公財)えひめ農林漁業振興機構　理事長　様

㊞

（ ）

1

2   貸付希望農用地等（裏面のとおり）

　
3

（該当する項目に○印を付けてください。）

農地の利用方法に制約をつけたい
　　(例）　今の形状のまま利用して欲しい

農地の利用方法に制約をつけない

賃料について具体的な希望がある

賃料は、0円でかまわない

〔具体的なご意向は、この欄にご記入ください〕

チェック

□ 5

チェック

□ 6

※
　農地の状況により、機構のホームページに掲載できない場合、松山市ホームペー
ジの「農地情報公開台帳」に掲載することについて、私の意向は次のとおりです。
（該当項目に○印を付けてください。）

　同意する 　同意しない

貸付希望農用地等の機構登録申請書

電話番号

ふりがな

氏 名

〒

住 所

　本申請書に記載の情報は、機構事業実施のため、必要に応じ機構事業に関係する
機関、団体、個人へ「情報開示」されることに異議はありません。

 農地の貸付けに際し、利用者の利用方法等に係る私の意向は、次のとおりです。

　機構への貸付期間が15年以上を希望される場合は、機構関連農地整備事業＊が行わ
れることがあります（必ず行うものではありません）。

＊機構関連農地整備事業とは、機構が借受けている農用地等を対象に、農用地等の所有者や貸付相
手方の申請によらず、県が農業者の費用負担や同意を求めずに基盤整備を行う事業です。

以下の事項を了承いただける場合は、□にチェック（☑）を入れてください。

　借受希望者が見つかるまでの間は、機構ホームページの「貸付希望農用地等」の
欄に掲載することについて、私の意向は次のとおりです。
（該当項目に○印を付けてください。）

4

　同意する 　同意しない

　私は、次の１、５及び６の事項を承諾して、次の２以下のとおり農用地等を貸付希望
地として登録申請します。

 (公財)えひめ農林漁業振興機構（以下「機構」）が農地中間管理権を取得する農用
地等は、貸付希望農用地等の機構登録申請日以降１年以内に借受希望者への貸付け
が確実と認められるものであること。

（注）①本登録の有効期限は、申請日以降、原則１年です。
      ②登録後、1年を経過して借受者が見つからなかった場合、
　　　　申請者から取り下げの申し出がなければ毎年、自動更新します。

様式―４



整備 未整備 計画

 登記

 登記

 登記

 登記

 登記

 登記

 登記

 登記

 登記

 登記

※添付書類（農地中間管理事業での貸借を更新する場合には省略することができる。）

様式-4　裏面

No.
所　　在　　地

（大字、字、地番）
地目

面積
（㎡）

内　容
経営
移譲

生前
贈与

永年
小作

基盤整備 合意解約
(氏名）

 登記名義人  登記

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　）

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　）

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　） 登記名義人  登記

 登記名義人  登記

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　） 登記名義人  登記

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　） 登記名義人  登記

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　） 登記名義人  登記

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　） 登記名義人  登記

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　） 登記名義人  登記

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　） 登記名義人  登記

① 当該農地の詳細が分かるもの（固定資産税課税明細書の写し、農地台帳の写し等）

② 当該農地の位置が分かる地図等

 現況 耕作可能面積
1 水田
2 露地作物
3 施設作物
4 その他
（ 　　） 登記名義人  登記


